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個別財務諸表等
貸借対照表 （単位　百万円）

(A) 13年３月期
(平成13年３月31日現在)

(B)12年３月期
(平成12年３月31日現在)

増    減
(Ａ)－(Ｂ)勘 定 科 目

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額

資 産 の 部       ( 346,404 )  100.0        ( 320,088 )  100.0    ( 26,315 )

 Ⅰ 流 動 資 産        ( 180,781 )   52.2        ( 175,786 ) 54.9     ( 4,995 )

現 金 及 び 預 金           13,595           16,473  △    2,877

受 取 手 形            2,151            3,606  △    1,454

売 掛 金           72,472         55,740   16,731

有 価 証 券           24,149         32,665  △    8,516

自 己 株 式               28             54  △       26

製 品            4,176          3,229      946

半 製 品            5,110          5,241  △      130

原 材 料              104            123  △       18

仕 掛 品            5,916          6,660  △      744

貯 蔵 品              317            141      176

前 渡 金            1,526          1,631  △      105

前 払 費 用              259            247       12

短 期 貸 付 金           35,885         27,028    8,857

未 収 入 金           12,669         13,922  △    1,253

繰 延 税 金 資 産            2,975         13,966  △   10,991

そ の 他              888            753      134

貸 倒 引 当 金  △        1,446  △        5,702    4,256

 Ⅱ 固 定 資 産        ( 165,622 )   47.8        ( 144,302 )  45.1    ( 21,320 )

(1) 有 形 固 定 資 産         ( 43,592 )   12.6        (  42,520 )   13.3     ( 1,071 )

建 物         25,242         23,180    2,062

構 築 物            989            769      220

機 械 及 び 装 置          2,704          2,136      568

車 両 運 搬 具              9             10 △        0

工 具 器 具 備 品          5,905          5,044      861

土 地          8,547         10,273 △    1,726

建 設 仮 勘 定            191          1,106 △      914

％ ％



（単位　百万円）

(A) 13年３月期
(平成13年３月31日現在)

(B)12年３月期
(平成12年３月31日現在)

増    減
(Ａ)－(Ｂ)勘 定 科 目

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額
48

(2) 無 形 固 定 資 産 ( 7,441 ) 2.1 ( 6,074 ) 1.9 ( 1,367 )

営 業 権 　　 　　120            －       120

借 地 権 　　　　 594           676   △        81

ソ フ ト ウ ェ ア 　　 　6,641         5,305     1,336

そ の 他 　　　　  85            92   △         6

(3) 投資その他の資産 ( 114,588 ) 33.1        ( 95,707 ) 29.9    ( 18,881 )

投 資 有 価 証 券       49,364        26,902    22,462

関 係 会 社 株 式       37,492        34,163     3,328

出 資 金          309           308         0

関 係 会 社 出 資 金        3,626         8,301   △     4,674

長 期 貸 付 金            1             －         1

従 業員長期貸付金          129           189   △        59

関係会社長期貸付金        2,018         1,555       463

更 生 債 権 等           －            38   △        38

長 期 前 払 費 用          317            37       280

差 入 敷 金 保 証 金        1,544       　1,680   △       136

長 期 金 融 資 産        6,606         5,317     1,288

繰 延 税 金 資 産       12,184        14,608   △     2,424

そ の 他        1,350         2,630   △     1,280

貸 倒 引 当 金   △        357   △          26   △       330

資 　 産 　 合 　 計      346,404  100.0        320,088  100.0    26,315

( 脚注 )

関係会社に対する短期金銭債権          50,601           40,252 10,348

関係会社に対する短期金銭債務          24,788           17,279 7,509

関係会社に対する長期金銭債務             944              993   △    48

％ ％



（単位　百万円）

(A) 13年３月期
(平成13年３月31日現在)

(B)12年３月期
(平成12年３月31日現在)

増    減
(Ａ)－(Ｂ)勘 定 科 目

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額
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  負 債 の 部 ( 147,472 ) 42.6 ( 149,481 ) 46.7 ( △       2,009 )

 Ⅰ 流 動 負 債 ( 57,303 ) 16.6 ( 59,198 ) 18.5 ( △ 1,894 )

支 払 手 形 　　　  1,705        2,336   △       630

買 掛 金 　　　 21,617       21,063       553

短 期 借 入 金         6,575        2,390     4,185

一年以内に返済予定の長期借入金            19           26   △   　　  6

一年以内に償還予定の社債        10,000           －    10,000

未 払 金         3,696       22,502   △    18,806

未 払 法 人 税 等           116          103        13

未 払 費 用         6,961        5,226     1,735

前 受 金           734        1,526   △       791

預 り 金           309          340   △        30

賞 与 引 当 金         4,912        3,533     1,379

そ の 他           652          149       503

  Ⅱ 固 定 負 債        ( 90,168 )    26.0        ( 90,283 )    28.2 ( △         114 )

社 債           40,000        50,000   △    10,000

長 期 借 入 金         3,920         3,970   △        49

関係会社長期借入金         7,917            －     7,917

退 職 給 付 引 当 金        35,826            －    35,826

役員退職慰労引当金           454          679   △       225

執行役員退職給与引当金           128           74        53

債務保証損失引当金           910           －       910

長 期 未 払 金            －       34,505   △    34,505

そ の 他         1,011        1,053   △        41

％ ％
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（単位　百万円）

(A) 13年３月期
(平成13年３月31日現在)

(B)12年３月期
(平成12年３月31日現在)

増    減
(Ａ)－(Ｂ)勘 定 科 目

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額

 資 本 の 部 ( 198,931 )    57.4 ( 170,606 )    53.3  ( 28,325 )

 Ⅰ 資 本 金       32,306     9.3        32,306    10.1          －

  Ⅱ 資 本 準 備 金       35,020    10.1        35,020    10.9          －

  Ⅲ 利 益 準 備 金        5,152     1.5         4,958     1.6      193

  Ⅳ そ の 他 の 剰 余 金      ( 121,057 )    34.9        ( 98,320 )    30.7   ( 22,736 )

(1) 任 意 積 立 金       ( 16,672 )             ( 16,371 )      ( 301 )

退 職 積 立 金        1,255         1,255        －

配 当 準 備 積 立 金        1,235         1,235        －

海外投資等損失準備金           －             7   △        7

固定資産圧縮積立金           2,284         1,991       293

特 別 償 却 準 備 金             114            98        15

別 途 積 立 金          11,783        11,783        －

(2) 当 期 未 処 分 利 益         104,384        81,949    22,435

（うち当期純利益又は

  当 期 純 損 失 ）
     (   24,592 )   ( △     1,681 )    ( 26,274 )

  Ⅴ その他有価証券評価差額金       5,394     1.6            －      －     5,394

負 債 及 び 資 本 合 計     346,404  100.0       320,088   100.0    26,315

( 脚注 )

有形固定資産減価償却累計額          68,089           66,431             1,658

無形固定資産減価償却累計額           4,916            4,066               849

保証債務：債務保証           1,630            9,377    △       7,747

　　　　　保証予約等          20,372           34,066    △      13,694

％ ％
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損益計算書 （単位　百万円）

(A)13年３月期

（12.4.1～13.3.31）

(B)12年３月期

（11.4.1～12.3.31）

増    減

(Ａ)－(Ｂ)勘 定 科 目

金 額 百分比 金 額 百分比 金 額

  Ⅰ 売 上 高 　  　202,753   100.0       172,826   100.0    29,926

  Ⅱ 売 上 原 価       136,339    67.2       118,957    68.8    17,381

売 上 総 利 益        66,413    32.8        53,868    31.2    12,544

  Ⅲ 販売費及び一般管理費        57,937    28.6        51,273    29.7     6,663

営 業 利 益         8,476     4.2         2,594     1.5     5,881

  Ⅳ 営 業 外 収 益         ( 6,117 )     3.0         ( 4,606 )     2.7     ( 1,510 )

受 取 利 息              293           228        65

有 価 証 券 利 息           240           296   △        55

受 取 配 当 金         2,431         2,168       263

諸 施 設 賃 貸 料         1,425         1,354        70

為 替 差 益         1,188            －     1,188

雑 益           538           559   △        21

  Ⅴ 営 業 外 費 用         ( 5,040 )     2.5         ( 4,743 )     2.8       ( 296 )

支 払 利 息           201           169        31

社 債 利 息         1,125         1,165   △        40

寄 付 金 贈 与           406           191       214

棚 卸 資 産 処 分 損         1,294           327       966

棚 卸 資 産 評 価 損           354            －       354

諸 施 設 賃 貸 費 用           768           730        38

為 替 差 損            －         1,786   △     1,786

雑 損           889           371       517

経 常 利 益         9,553     4.7         2,458     1.4     7,095

 Ⅵ 特 別 利 益         ( 47,991 )    23.7         ( 31,265 )    18.1     ( 16,725 )

固 定 資 産 売 却 益 　　　　　422           938   △       515

投資有価証券売却益           45,394        27,115    18,279

退職給与引当金取崩額            －         3,045   △     3,045

退職給付会計基準変更時差異額         1,653            －       1,653

貸倒引当金繰戻額           319           166       152

その他の特別利益           201            －       201

( 脚注 )

・関係会社取引高

関係会社への売上高           34,499           33,306 1,193

関係会社からの仕入高          100,860           89,823 11,037

関係会社との営業取引以外の取引高            7,000            4,632 2,368

・減価償却実施額

有形減価償却実施額            4,757            4,773   △    15

無形減価償却実施額            2,022            1,972     50

・研究開発費           17,410           16,527   883

 ・固定資産売却益 422 百万円の主なものは、社宅用土地の売却益 421 百万円であります。

％ ％
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（単位　百万円）

(A)13年３月期
（12.4.1～13.3.31）

(B)12年３月期
（11.4.1～12.3.31）

増    減
(Ａ)－(Ｂ)勘 定 科 目

金 額 百分比 金 額 百分比 金 額

  Ⅶ 特 別 損 失         ( 23,647 )    11.7         ( 56,116 )    32.5 ( △       32,469 )

固 定 資 産 売 却 損           824             7        817

固 定 資 産 除 却 損           428         1,594   △      1,165

関係会社株式売却損            －         2,994   △      2,994

投資有価証券評価損         2,360         1,085      1,275

関係会社株式評価損         8,684           619      8,065

関係会社出資金評価損         4,480               －      4,480

関 係 会 社 整 理 損         2,910        10,369   △      7,458

固 定 資 産 評 価 損           912            －        912

適格退職年金掛金過去勤務費用            －         3,747   △      3,747

退職年金過去勤務費用償却額            －        35,699   △     35,699

債務保証損失引当金繰入額           910            －        910

そ の 他         2,134            －      2,134

税引前当期純利益又は
税引前当期純損失

       33,896    16.7   △      22,393 △ 13.0     56,290

法人税、住民税及び事業税            56     0.0            52     0.0          3

法人税及び住民税還付金           255     0.1           258     0.1   △          2

法 人 税 等 調 整 額   　       9,503     4.7   △      20,506 △ 11.9       30,009

当期純利益又は当期純損失        24,592    12.1   △       1,681  △ 1.0     26,274

前 期 繰 越 利 益        80,576        78,880      1,696

過年度税効果調整額            －         8,068   △      8,068

固定資産圧縮積立金取崩額            －         1,445   △      1,445

特別償却準備金取崩額            －            71   △         71

海外投資等損失準備金取崩額            －             5   △          5

自 己 株 式 消 却 額            －         3,806   △      3,806

合併引継未処分利益           228            －        228

中 間 配 当 額           921           939   △         18

利 益 準 備 金 積 立 額            92            93   △          1

当 期 未 処 分 利 益       104,384        81,949     22,435

 ・固定資産売却損 824 百万円の主なものは、土地の売却損 824 百万円であります。

 ・固定資産除却損 428 百万円の主なものは、工具器具備品等 173 百万円、機械装置 42 百万円、建物及び構築物

   32 百万円及びこれらの解体撤去費用 125 百万円であります。

 ・その他の特別損失 2,134 百万円の主なものは、関係会社貸付金に対する貸倒引当金計上額 878 百万円、サービス

　 事業再構築に係る損失 702 百万円及びゴルフ会員権評価損 501 百万円であります。

％ ％
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利益処分計算書（案） （単位　百万円）

(A)13年３月期 (B)12年３月期 増    減
(Ａ)－(Ｂ)勘 定 科 目

　　金　　　　　 額 　　金　　　　　 額 　　金　　　 額

  Ⅰ 当 期 未 処 分 利 益    104,384     81,949          22,435

  Ⅱ 任 意 積 立 金 取 崩 額

海 外 投 資 等 損 失 準 備 金         －          7

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金        114        128

特 別 償 却 準 備 金         18        132         14        150       △     17

合 計    104,517     82,099       22,418

  Ⅲ 利 益 処 分 額

利 益 準 備 金        220        100

配 当 金

      (1) 普 通 配 当 金        921        921

  ( １株当たり配当金 )  ( 3円75銭 )  ( 3 円 75 銭 )

      (2) 特 別 配 当 金      1,228         －

  ( １株当たり配当金 )       ( 5 円 )         －

     役 員 賞 与 金         50         50

（うち監査役賞与）        ( 3 )        ( 3 )

     任 意 積 立 金

    (1)特 別 償 却 準 備 金         36         30

    (2)固定資産圧縮積立金         －      2,456        421      1,522             934

  Ⅳ 次 期 繰 越 利 益    102,061     80,576          21,484

（注）中間配当を次の通り実施しました。

(A)13年３月期 (B)12年３月期

実施年月日 平成 12 年 12 月８日 平成 11 年 12 月６日

921 百万円 939 百万円
中間配当金

（一株当たり 3円 75 銭） （一株当たり 3円 75 銭）
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（重要な会計方針）
  

１． 資産の評価基準及び評価方法

       (1) 有価証券
            満期保有目的債券・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  償却原価法
            子会社株式及び関連会社株式  ・ ・ ・ ・  移動平均法による原価法
            その他有価証券で時価のあるもの・ ・ ・   決算日の市場価格等に基づく時価法

                                          （評価差額は全部資本直入法、売却原価は移動平均法により算定）
            その他有価証券で時価のないもの・ ・ ・   移動平均法による原価法

       (2) デリバティブ・・・・・・・・・・・・・・・時価法
       (3) たな卸資産

     製品、半製品、原材料・・・総平均法による原価法、　仕掛品・・・個別法による原価法、
     貯蔵品・・・最終仕入原価法による原価法

２． 固定資産の減価償却方法

       有形固定資産・・・・・・・・・・・・・  定率法。但し、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備
                                                を除く）については、定額法を採用しています。
　　   無形固定資産・・・・・・・・・・・・・  定額法。但し、自社利用のソフトウエアについては社内における見込利
                                                用期間（５年間）に基づく定額法を採用しています。
       長期前払費用・・・・・・・・・・・・・  均等償却

３． 引当金の計上基準

            貸倒引当金・・・・・・・・・・・・・・　売掛債権その他これに準ずる債権の貸倒による損失に備えるため、一般
                                                債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について
                                                は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しています。
       賞与引当金・・・・・・・・・・・・・・  従業員に対して支給する賞与に充てるため、賞与支給見込額の当期負担
                                                分を引当計上しています。
   　  退職給付引当金・・・・・・・・・・・・  従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金
                                                資産の見込額に基づき計上しています。
　 　  役員退職慰労引当金・・・・・・・・・・　役員の退職慰労金の支給に備えて、当社内規に基づく当期末要支給額を
　   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  計上しています。
　　   執行役員退職給与引当金・・・・・・・・　執行役員の退職金の支給に備えて、当社内規に基づく当期末要支給額を
　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  計上しています。
　　   債務保証損失引当金・・・・・・・・・・　債務保証及び保証予約等について、保証先の経営状態を勘案し、保証契
　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  約毎の損失発生の可能性を個別に判定して損失負担見込額を計上してい
                                                ます。

４． 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

 　   外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しています。

５． リース取引の処理方法

            リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借
             取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

６． ヘッジ会計の方法

　　   ヘッジ会計の方法・・・・・・・・・・・　繰延ヘッジ処理によっています。
　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　 なお、為替予約及び通貨スワップについては振当処理の要件を満たして
                                                いる場合は振当処理を、金利スワップについては特例処理の要件を満た
                                                している場合は特例処理を採用しています。
       ヘッジ手段とヘッジ対象・ ・ ・ ・ ・ ・ 外貨建の貸付金及び予定取引の為替変動リスクをヘッジするために為替
                                                予約又は通貨スワップを、社債等の金利変動リスクをヘッジするために
                                                金利スワップを利用しています。
       ヘッジ方針・・・・・・・・・・・・・・  主に、為替変動リスク及び金利変動リスクを回避するためにデリバティ

                                                     ブ取引を利用することを基本方針としています。
  　   ヘッジ有効性評価の方法・・・・・・・・  ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象の相
                                                場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又は
                                                キャッシュ・フロー変動の累計とを比較し、両者の変動額を基礎にして
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 判断しています。

７． 消費税等の処理方法

          消費税等の会計処理は，税抜き方式によっています。
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（追 加 情 報）

１． 退職給付会計 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 当期から退職給付に係る会計基準を適用しています。
                                                  また、前期末に計上した調整年金及び適格退職年金の過去勤務費用未払金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 が期首における未積立退職給付債務を上回っていたため、1,653百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 を取崩し、特別利益に計上しています。この結果、従来の方法によった場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 と比較して、退職給付費用が 1,595百万円増加し、経常利益は 3,082百万円、
                                                  税引前当期純利益は 1,429百万円減少しています。
                                                  なお、企業年金制度の過去勤務債務等に係る未払金は、退職給付引当金に含
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 めて表示しています。

２． 金融商品会計 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 当期から金融商品に係る会計基準を適用し、有価証券の評価方法及びデリバ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ティブ取引等の評価方法について変更しています。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　この結果，従来の方法によった場合と比較して、経常利益は 127百万円、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　税引前当期純利益は 1,558百万円減少しています。また、その他有価証券
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の時価評価に係る評価差額 9,309百万円については、税効果額 3,914百万円
                                             を控除した 5,394百万円を資本の部に計上しています。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なお、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し，満期保有目的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の債券及びその他有価証券に含まれる債券等のうち１年以内に満期の到来す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　るものは流動資産の有価証券として、それら以外は投資有価証券として表示
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　しています。この結果、流動資産の有価証券は 3,853百万円減少し，投資
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　有価証券は 3,853百万円増加しています。

３． 外貨建取引等会計基準 ・ ・ ・ ・ ・ ・　当期から改訂後の外貨建取引等会計処理基準を適用しています。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　この結果，従来の方法によった場合と比較して、経常利益は 15百万円、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　税引前当期純利益は 15百万円増加しています。
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（リース取引）

　　貸借対照表上に計上した固定資産のほか、営業用自動車、診療所医療設備、事務用大型コンピュータとその周辺
　機器及び事務用機器の一部についてリース契約により使用しています。

１． 所有権移転外ファイナンス・リース取引

① リース取引の取得価額相当額、減価償却累計額及び期末残高相当額
13年３月期 12年３月期

               百万円            百万円
取 得 価 額 相 当 額                 1,115                 1,078

減 価 償 却 累 計 相 当 額                   590                   566

期 末 残 高 相 当 額                   525                   511

② 未経過リース料期末残高相当額（支払利子込）
  13年３月期 12年３月期

            百万円            百万円
１ 　 年 　 内                   213                   218

１ 　 年 　 超                   312                   293

　　合 計                   525                   511

　　③支払リース料
       13年３月期 12年３月期

            百万円            百万円
支 払 リ ー ス 料                   213                   242

減 価 償 却 費 相 当 額                   213                   242

　２．オペレーティング・リース取引
　　
　　　未経過リース料当期末残高相当額（支払利子込）

　　　  13年３月期 12年３月期

            百万円            百万円
１ 　 年 　 内                    18                    17

１ 　 年 　 超                    26                    27

　　合 計                    45                    45
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの）

13年３月期（平成13年３月31日現在） 12年３月期（平成12年３月31日現在）

貸借対照表
計上額

時価 差額 貸借対照表
計上額

時価 差額

　 百万円 　　百万円     百万円     百万円     百万円    百万円

子 会 社 株 式 　    －   　　－          －        －         －          －

関連会社株式 　 13,759 　　9,886  △   3,873       454         606       152

合計 　 13,759 　　9,886  △   3,873       454         606       152
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（税効果会計）

１． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
　（単位　百万円）

    　　  平成13年3月31日現在

繰延税金資産
   退職給付引当金損金算入限度超過額 15,064
   関係会社株式評価損否認 2,649
   投資有価証券評価損否認 2,040
   賞与引当金損金算入限度超過額 1,550
   繰越欠損金 1,472
   関係会社整理損否認 914
   貸倒引当金繰入超過額 598
   その他有価証券評価差額金 481
   減価償却超過額 419
   役員退職慰労引当金繰入超過額 190
   その他 2,217
繰延税金資産小計 27,600
評価性引当額 △ 5,798
繰延税金資産合計 21,802

繰延税金負債
   その他有価証券評価差額金 △ 4,396
   固定資産圧縮積立金 △ 1,574
   その他   △  671
繰延税金負債合計 △ 6,642

繰延税金資産の純額 15,159

２． 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があると
きの、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

     （単位　％）
　 　　平成13年3月31日現在

法定実効税率 42.1
(調整）
受取配当金等永久に益金に算入されない項目         △　24.2
外国税額控除による還付税額         △   0.8
評価性引当額の増加、取崩              8.9
交際費等永久に損金に算入されない項目              1.2
住民税均等割等              0.1
その他              0.1

税効果適用後の法人税等の負担率 27.4
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（受注高・売上高実績表） （単位　百万円）

13年３月期
(12.4.1～13.3.31)

12年３月期
(11.4.1～12.3.31)　　項　　　　　　　　目

金 額 比 率 金 額 比 率

増  減  率

受 注 高

制 御 ・ 情 報 機 器          139,598 69.3          125,620   73.5        11.1

計 測 器           51,975   25.8           35,855   21.0        45.0

航 空 ・ 宇 宙 機 器            9,844    4.9            9,386    5.5         4.9

合 計          201,418  100.0       170,862  100.0     17.9

売 上 高

制 御 ・ 情 報 機 器          142,922   70.5          131,126   75.9         9.0

（ う ち 輸 出 ）  (        34,532 )  (        32,371 )

計 測 器           49,734   24.5           32,547   18.8        52.8

（ う ち 輸 出 ）  (        19,314 )  (         8,274 )

航 空 ・ 宇 宙 機 器           10,096    5.0          9,152    5.3        10.3

（ う ち 輸 出 ）  (             9 )  (             0 )

合 計          202,753  100.0          172,826   70.5    17.3

（ う ち 輸 出 ）  (        53,855 )   (       40,645 )

期 末 受 注 残 高           57,616           58,446  △1.4

％％
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（役員の異動）平成１３年６月２８日付

　　1.新任の取締役　　　　　　　　　（現役職）

　　　　取締役　　　永島　晃　　（専務執行役員、システム事業部長）
　　　　取締役　　　勝部　泰弘　（専務執行役員、テスタ事業部長）
　　　　取締役　　　八木　和則　（常務執行役員、経営企画部長）
　　　　取締役　　　木村　和彦　（執行役員、生産事業部長）

　　2.新任の監査役

　　　　常任監査役　溝口　文雄　（代表取締役副社長）

　　
　　3.退任の取締役および監査役
　　　　　　　　　　　　　（現役職）　　　　　　　　　　（新役職）
　　　　　　　　
　　　　溝口　文雄　　（代表取締役副社長）　　　　当社常任監査役に就任。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　また、㈱横河ブリッジ　監査役（非常勤）に６月
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　28日付同社株主総会決議により正式就任の予定。
　　　　松岡　賢治　　（取締役社長補佐）　　　　　当社特別顧問に就任。
　　　　大坪　重紀　　（取締役(非常勤)兼国際チャ　 国際チャート㈱代表取締役会長に専任。
　　　　　　　　　　　　ート㈱代表取締役会長）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　加藤　峰男　　（常任監査役）　　　　　　　退任

　　4.その他役員の異動
　　　　
　　　　上羽　譲一　　（専務取締役(非常勤)）　　　取締役（非常勤）
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